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事 業 報 告 

2021年４月１日から 

2022年３月31日まで 

 

１．会社の現況に関する事項 

(１) 事業の経過及び成果 

 当事業年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の波は収まらず、前期に引き続き企業のリモ

ートワークや外出自粛の傾向は継続され、消費行動の停滞が続きました。国内では、「全国百貨

店売上高概況」によると、2021 年の百貨店売上高は前年実績から 5.8％増加したものの、前々

年比では 21.5％減とコロナ前からは大きく落ち込みました。さらに 2022 年明けから新変異株の

感染拡大により全国的な外出自粛の機運により売上は低迷しましたが、３月に「まん延防止等重

点措置」の解除により消費マインドの高まりと新生活需要を背景に、３月期の売上高は前年比

4.6%増、前々年比 15.2％減となり回復基調にありました。また、心斎橋地区においては個人消

費の低迷とインバウンドの激減による近隣ホテル稼働率の減少や空き店舗が散見されるなど周

辺環境も厳しい状況が続きました。 

 当地下街においては、上半期は「緊急事態宣言」に基づく大阪府の要請により、生活必需サ

ービス・物販以外の店舗については休業を余儀なくされ、休業期間以降も時短要請が長期間続

いたことから生活様式が変化し、時短要請解除後も夜の往来が少なく厳しい商業環境が続いて

きました。また、売上低迷が長期化することにより、業種を問わず商業事業者の出店意欲も減退

し新規リーシングも極めて厳しい状況にありました。リモートワークの普及によりメインターゲットと

なるオフィスワーカーの往来が減少し、また足早に帰宅する動きも見られ、仕事帰りの時間帯の

新規顧客の取り込みも苦戦する状況が続きました。とりわけ、飲食店舗は年間を通じて営業時間

の短縮と酒類提供の制限を受けたことから集客は厳しい状況が続きました。 

 このような厳しい環境のなか、当社は地下街運営事業者（阪急阪神ビルマネジメント㈱）と緊密

に連携するとともに、テナントとの協同による効率的な販促施策の実施に努めてきました。 

 主たる地下街収入であるテナント賃料収入については、年度当初からの「緊急事態宣言」に

基づく休業要請による賃料減額（４月～６月期）や、以降においてもコロナ禍の長期化による売

上低迷の影響によるテナントからの賃料減額要請が続き厳しい状況でありました。地下街運営

事業者と緊密な連携のもとで、退店リスク回避を優先しつつ売上に直結した販促施策の実行や

テナントとの粘り強い交渉などにより、その影響を極力小さくするよう努めたものの、地下街収入

は前期を下回る結果となりました。 

 支出においては、「2021 年度事業計画予算」をベースとしつつ必要性を精査してコスト削減に

努めました。前年度に引き続いてクリスタ長堀会（テナント会）との協力による販促施策の見直し

などに取り組み、前期より売上原価の削減を図りました。 
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 地下街施設管理においては、設備更新（電気・機械設備など）を「中期経営計画」に基づき着

実に実施するとともに、施設管理事業者との緊密な連携のもとで、不断の保守点検により事故な

く安全で快適な施設の維持に努めました。 

当期の業績は、売上高は 11億 51 百万円、前期比 87百万円（7.0％）減となりました。内訳とし

ては、地下街収入が 11 億 31 百万円、前期比 88 百万円（7.3％）減、地下街収入を除くその他

収入が 19 百万円、前期比 1百万円（9.6％）増となりました。 

 地下街収入のうちテナント賃料収入は８億 76 百万円、前期比 79 百万円(8.3％）減となりまし

た。これは、「緊急事態宣言」に基づく休業要請などによる賃料減額、コロナ禍におけるテナント

売上低下による減額対応及び退店などが重なったことによるものであります。 

 費用については、売上原価は８億 34 百万円、前期比２百万円（0.3％）減となりました。前年

度に不急な事業を見直したことの反動で修繕維持費が増加しましたが、固定資産税の軽減措置

による租税公課の減少などにより前期とほぼ同額となりました。一般管理費は 72 百万円、前期

比 0.7 百万円（1.0％）減となりました。 

以上の結果、営業利益は２億 44 百万円、前期比 83 百万円（25.6％）減、経常利益は 2 億 14

百万円、前期比 83 百万円（28.1％）減になりました。税引前当期純利益は２億 30 百万円、前期

比 68 百万円（22.9％）減で、法人税等及び法人税等調整額を加味した当期純利益は、前期比

85 百万円（30.5％）減の１億 93 百万円となりました。 

資金残高については、前期比で 11 百万円（0.6％）減少し、19 億 76 百万円となりました。 

 

   (２) 設備投資の状況 

当期に実施した設備投資総額は 96 百万円で、主なものは、自動火災報知機更新工事、

冷却塔（CT-301）更新工事及び管理・防火シャッター更新工事などによるものです。 

 

(３) 資金調達の状況  

当期中の所要資金は、自己資金により充当いたしました。 

 

(４) 対処すべき課題 

当期は、コロナ禍による休業や時短営業などにより前期に引き続き地下街収入が低迷す

るなか、「中期経営計画」に基づく支出の削減効果により税引前当期純利益は前期より減

少したものの、資金残高では前期とほぼ同額を維持しました。 

現時点においても、新型コロナウイルス感染症拡大の収束の目処は立たず、テナント売

上高はコロナ禍以前と比較し大きく低迷しており、賃料収入の回復が見通せない状況にあ

ります。 

 コロナ禍の影響を受けＥＣの伸展が加速し消費行動の変容が進んでいることや、それに

伴い商業事業者の出店意欲が減少し、厳選した施設への出店に絞る傾向が強くなっている

ことなど､当社にとっては厳しい経営環境となっております。 

 引き続き、地下街運営事業者と緊密に連携し、退店回避、賃料の維持・回復という喫

緊の課題に取り組みつつ、中期的な視点に立った地下街店舗の実現に向けた新規リーシ 
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ングを行う等により「中期経営計画（2021～2025 年度）」の実現に向けて取り組んでまい

ります。 

 また、地下街施設の維持管理においては、開業 25 年を迎えより一層安心・安全で快適

な地下街の実現を目指し、引き続き予防保全の考え方に基づいて日常的な保守点検とあ

わせて計画的に設備更新を行ってまいります。 

 

(５) 直前３事業年度の財産及び損益状況 

 

区  分 
第27期 

(2018年度) 

第28期 

(2019年度) 

第29期 

(2020年度) 

第30期 

(2021年度) 

売 上 高 1,539百万円 1,466百万円 1,238百万円 1,151百万円 

経 常 利 益 450百万円 335百万円 298百万円 214百万円 

当 期 純 利 益 367百万円 295百万円 279百万円 193百万円 

１株当たり当期 

純 利 益 
24銭 20銭 19銭 13銭 

総 資 産 8,468百万円 7,965百万円 7,671百万円 7,475百万円 

純 資 産 △10,309百万円 △10,014百万円 △9,735百万円 △9,541百万円 

（注1）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。 

（注2） 第30期（当期）の状況につきましては、「１.(１)事業の経過及び成果」に記載のとおりです。 

 

(６) 重要な親会社及び子会社の状況 

     該当事項はありません。 

 

(７) 主要な事業内容 

地下街の経営 

 

(８) 主要な事業所 

本社 大阪市中央区南船場４丁目長堀地下街８号 

 

(９) 使用人の状況 

使 用 人 数 前期末比増減 平均勤続年数 

10名 １名減  11.4 年 
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 (10) 主要な借入先の状況（2022年３月31日現在） 

 (単位：千円) 

借    入    先 借 入 金 残 高 

大 阪 市 7,128,379 

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 1,263,808 

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 814,681 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 574,199 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 574,199 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 574,199 

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 481,538 

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 240,482 

株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 198,490 

大 阪 市 農 業 協 同 組 合 1,200,000 

株 式 会 社 大 阪 市 開 発 公 社 2,680,000 

計 15,729,979 

 

 

２．会社の株式に関する事項（2022年３月31日現在） 

(１) 発行可能株式総数    普通株式 1,500,040,000 株 

(２) 発行済株式総数     普通株式 1,500,036,800 株 

(３) 株主数               22 名 

(４) 発行済株式の総数の10分の１以上の数の株式を保有する大株主 

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

大 阪 市 1,500,016,000 株 99.9 ％ 
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３．会社の役員に関する事項 

 (１) 取締役及び監査役（2022年３月31日現在） 

地  位 氏  名 担当又は主な職業 

代表取締役社長 橋 本 佳 也  

取 締 役 梶 本 武 史 総務部長 

取 締 役 生 嶋 圭 二 大阪市建設局 道路部長 

取 締 役 南 部 博 之 関西電力株式会社 理事ｿﾘｭｰｼｮﾝ本部副本部長 

取 締 役 中 窪 和 弘 大阪瓦斯株式会社 理事総務部長 

監 査 役 瓜 生 嘉 子 弁護士 

監 査 役 春 木  崇 大阪市建設局 総務部長 
 

(注1)当事業年度中の取締役及び監査役の異動  

   就 任 橋本 佳也、生嶋 圭二、南部 博之、春木 崇の各氏は、2021年６月23日開催の第29回定

時株主総会において新たに取締役及び監査役に選任され就任いたしました。 

   辞 任 橋本 広志氏は、2021年６月23日開催の第29回定時株主総会終結の時をもって辞任いた

しました。 

退 任 髙橋 幸夫、藤野 研一の両氏は、2021年６月23日開催の第29回定時株主総会終結の時を

もって退任いたしました。 

 

 (２) 取締役及び監査役の報酬等の額 

    取締役   ３名  17,340千円 

    監査役   １名   2,400千円 
 

(注1)2017年６月26日開催の定時株主総会の決議による取締役報酬総額は年額30,000千円以内です

（使用人兼務取締役の使用人給与相当額は含んでおりません）。 

(注2)2006年８月31日開催の臨時株主総会の決議による監査役報酬総額は年額12,000千円以内です。 

 

 

４．会計監査人の状況 

   名 称     有限責任 あずさ監査法人 
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５．会社の業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項 

  当社は2006年６月８日開催の取締役会において、業務の適正を確保するための体制（内

部統制システム）の整備について次のとおり決議いたしました。 

 

(１) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

   取締役の職務の執行に係る情報については、文書規程に従い、各担当部門において適

切に保存及び管理を行うとともに、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。 
 

(２) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

   会社のリスク状況の監視並びに全体的対応は総務課が行い、コンプライアンス、情報

セキュリティ、防災及び施設管理等にかかるリスク管理は担当課が行う。 
 

(３) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

   取締役会は経営計画に基づく全体的な目標を定め、取締役はその目標達成のために、

社内規則及び規程に基づく、職務権限及び意思決定ルールにより、適正かつ効率的に職

務の執行が行われる体制をとる。また、取締役会が定期的に進捗状況を評価し、改善を

促すことを内容とする、業務の効率化を実現するシステムを構築する。 
 

(４) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ、効率的に行われるこ

とを確保するための体制 

   コンプライアンス担当取締役を任命し、役員及び従業員が法令・定款及び当社の規程

を遵守した行動をとるための行動規範を定める。また、その徹底を図るため、役員及び

従業員教育等を行うこととする。こうした活動は定期的に取締役会及び監査役に報告す

る。 

また、当社は、取締役の職務執行の適法性を確保するための牽制機能を期待し、取締

役会に当社と利害関係を有しない社外取締役が１名以上在籍するようにする。 
 

(５) 企業集団における業務の適正を確保するための体制 

   該当がないため存在しない。 
 

(６) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項 

   監査役の職務を補助する組織を総務課とする。 
 

(７) 当該使用人の独立性に関する事項 

   補助者の人事異動については監査役の意見を尊重する。 
 

(８) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関する体制 

   取締役及び使用人から監査役への報告については、重大な事故又は不祥事等、会社に

著しい損害を及ぼすおそれがあるものは速やかに報告するとともに、その求めに応じて、

適宜重要な意思決定に関する説明を行う体制を整備する。 
 

(９) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

   監査役監査の実効性確保について、監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行

状況を把握するため、重要な会議に出席するとともに、重要な決裁書類等を閲覧するこ

とができる。また、監査役は、代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交

換会を開催することとする。 
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事業報告に係る附属明細書 

 会社法第435条第２項に基づき報告する2021年度事業報告の附属明細書については、事業報

告の内容を補足する重要な事項がないため作成していません。 
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貸 借 対 照 表 
 

（2022年３月31日現在） 

 
（単位：千円） 

                                                                

《資　産　の　部》 《負　債　の　部》

 流　動　資　産 2,311,947  流　動　負　債 844,699

現 金 預 金 1,976,465 短 期 借 入 金 363,200

売 掛 金 112,970 未 払 金 248,815

前 払 費 用 2,817 リ ー ス 債 務 3,814

立 替 金 170,827 未 払 法 人 税 等 102

預 け 金 29,968 未 払 費 用 3,976

未収還付法人税等 12,836 前 受 金 87,185

未 収 消 費 税 等 4,879 預 り 金 137,604

その他の流動資産 1,180

 固　定　資　産 5,163,852  固　定　負　債 16,172,997

4,823,228 長 期 借 入 金 15,366,779

建 物 4,776,613 長 期 リ ー ス 債 務 3,952

構 築 物 2,208 預 り 保 証 金 764,831

機 械 装 置 25,299 退 職 給 付 引 当 金 37,433

工 具 器 具 備 品 8,199

リ ー ス 資 産 7,015 17,017,696

建 設 仮 勘 定 3,892 《純 資 産 の 部》

6,044 △ 9,541,897

電 話 加 入 権 96

ソ フ ト ウ エ ア 5,673 100,000

商 標 権 275

334,578

投 資 有 価 証 券 100,000 △ 9,641,897

長 期 前 払 費 用 14,549 その他利益剰余金 △ 9,641,897

繰 延 税 金 資 産 220,029 繰越利益剰余金 △ 9,641,897

△ 9,541,897

7,475,799 7,475,799

金 額

有 形 固 定 資 産

負 債 合 計

無 形 固 定 資 産

科 目 金 額 科 目

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

 株　  主　  資　  本

資 本 金

利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

投資 その 他の 資産
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                  損 益 計 算 書 
 

2021年４月１日から 

2022年３月31日まで 

                             
（単位：千円） 

 
       

内　　　訳 合　　　計

1,151,787

地 下 街 収 入 1,131,911

そ の 他 収 入 19,875

834,996

316,790

72,490

244,299

5,038

受 取 利 息 1,722

雑 収 入 3,316

34,538

支 払 利 息 34,450

雑 損 失 87

214,799

17,243

補 助 金 収 入 17,243

1,847

固 定 資 産 除 却 損 1,847

230,194

205

36,134

193,855当 期 純 利 益

経 常 利 益

営 業 外 収 益

特 別 損 失

営 業 外 費 用

法人税､住民税及び事業税

金　　　　　額

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

売 上 高

営 業 利 益

売 上 総 利 益

売 上 原 価

一 般 管 理 費

科 目

特 別 利 益
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株主資本等変動計算書 
2021年４月１日から 

2022年３月31日まで 

                                    （単位：千円）  

 
                 

 
 
 

  

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益
剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

100,000 △ 9,835,752 △ 9,735,752 △ 9,735,752

当 期 純 利 益 193,855 193,855 193,855

－ 193,855 193,855 193,855

100,000 △ 9,641,897 △ 9,541,897 △ 9,541,897

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

株 主 資 本

純 資 産
合 計資 本 金

株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額
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個別注記表 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定） 

 

（２） 固定資産の減価償却方法 

  ①有形固定資産 

   定額法 

 なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。 

 また、建物については1998年度の税制改正により、耐用年数の短縮が行われていま

すが、改正前の耐用年数を継続して適用しています。 

 

②無形固定資産 

 定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

づいています。 

 

③リース資産 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。   

 

（３） 有価証券の評価基準 

満期保有目的債券 

   償却原価法（定額法） 

 

（４） 引当金の計上基準 

退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、退職給付見込額のうち、当事業年度末において発生

していると認められる額を計上しています。 

 

（５） 収益及び費用の計上基準 

  ①土地建物賃貸事業 

    土地建物賃貸事業は、クリスタ長堀において、保有するテナント施設等を賃貸する事

業である。当該不動産の賃貸による収益については、「リース取引に関する会計基準」（企

業会計基準第13号 2007年３月30日） に従い、賃貸借契約期間にわたって「その他の源

泉から生じた収益」として収益を認識しています。 
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②土地建物賃貸事業に係る付随事業 

土地建物賃貸事業に係る付随事業は、手数料収入等であり、「収益認識に関する会計

基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び「収益認識に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）を適用しており、財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益

を認識しています。 

 

 

２．会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更 

（１）収益認識に関する会計基準の適用 

   「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認

識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で

収益を認識することとしています。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識基準第84項ただし書きに定める経過的

な取扱いに従っておりますが、計算書類に与える影響はありません。 

 

 

（２）時価の算定に関する会計基準の適用 

 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定め

る経過的な取り扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来に

わたって適用しています。なお、この変更による当事業年度の損益、財政状態及び１株当

たり情報への影響はありません。 

 

 

３．会計上の見積りに関する注記 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 220,029千円 

 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

   繰延税金資産の計上は、将来の事業計画及び収支見通しに基づいて課税所得の発生時

期及び金額によって見積もっています。 

   同事業計画は、取締役会で決定した「中期経営計画」に基づき新型コロナウイルス感

染症拡大の影響を考慮した収支見通しにより、2023 年度以降に徐々に回復すると仮定し

ています。 

   当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性があり、

実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書

類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 
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４．貸借対照表に関する注記 

（１） 有形固定資産の減価償却累計額 16,658,275千円 

（減損損失累計額 9,371,384 千円を含む） 

 

（２） 担保に供している資産及び担保に係る債務 

    ①担保に供している資産 

建  物        4,776,613千円 

 

    ②担保に係る債務 

短期借入金      363,200千円 

長期借入金     4,358,400千円 

 

 

５．損益計算書に関する注記 

売上高のうち顧客との契約から生じる収益の額 275,723千円 

 

 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 

 

７．税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

   （繰延税金資産）        （単位:千円） 

      

     減損損失             3,556,734 

     その他               28,220 

     繰延税金資産小計         3,584,954 

     評価性引当額          △3,364,924 

     繰延税金資産合計          220,029  

 

 

８．金融商品に関する注記 

（１） 金融商品の状況に関する事項 

当社は、余剰資金の運用については定期預金および投資有価証券に限定し、また、資金

調達については銀行借入による方針です。デリバティブ取引は行っていません。 

現金及び預金は主に普通預金及び定期預金であり、金融機関の信用リスクがあります。 

営業債権である売掛金には、顧客の信用リスクがありますが、預り保証金の受け入れ

等によって賃料等の回収不能にかかるリスクを回避しています。 

投資有価証券は、満期保有目的の債券であり、発行体の信用リスク及び市場価格の変

動リスクに晒されており、定期的に発行体の財務状況や時価等を把握しています。 

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式 1,500,036,800 株 ― ― 1,500,036,800 株 
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長期借入金は主に設備投資に係る資金調達です。これらの借入金の金利は主に５年ご

とに見直されるため、金利の変動リスクに晒されています。なお、大阪市、株式会社大阪

市開発公社及び大阪市農業協同組合からの借入金については、元金全額が劣後債権とな

っており、2035年３月までの間は固定金利による利息のみを支払うこととしています。

元金については2035年４月以降分割返済することとしており、具体的な弁済方法につい

ては別途協議することとなっています。 

 

（２） 金融商品の時価等に関する事項 

2022年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりです。 
（単位：千円） 

    

   負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 
 

 （注１）「現金及び預金」、「売掛金」、「立替金」、「未払金」、及び「預り金」については、

短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省

略しています。 

 

（注２）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

    金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しています。 

   レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価 

   レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプ

ットを用いて算定した時価 

   レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

    

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しています。 

 

① 投資有価証券 

地方債は取引金融機関から提示された価格によっており、その時価をレベル２の時

価に分類しています。 

 

②  短期借入金･長期借入金 

借入金の時価については、元利金の合計額を、特定調停条項に基づく直近の改定利

率を加味して算定した利率で割り引いて算定する方法によっており、その時価をレベ

ル３の時価に分類しています。 

 

③  預り保証金 

預り保証金の時価については、借入金と同じ割引率で割り引いて算定する方法によ

っており、その時価をレベル３の時価に分類しています。 

貸借対照表
計上額

時価 差額

① 投資有価証券 100,000 99,920 (80)

② 短期借入金･長期借入金 (15,729,979) (15,628,709) 101,269

③ 預り保証金 (764,831) (747,259) 17,572
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  （注３）短期借入金･長期借入金の返済予定額              （単位：千円）  

 

 

 

９．賃貸等不動産に関する注記 

(１) 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社は大阪市において、賃貸用施設を有しています。賃貸用施設については、当社が

経営管理上一部使用しています。 

 

(２) 賃貸等不動産の時価に関する事項 

当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりです。 

                                     （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 
決算日における時価 

 当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高 

 4,844,792 △68,178 4,776,613 10,600,000 
  

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し

た金額です。 

（注２）決算日における時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に準じる評

価額により算出しています。 

 

 

10．関連当事者との取引に関する注記 

(１) 親会社及び法人主要株主等 

種 類 
会社等

の名称 

事業の 

内容 

議決権等 

 の所有(被 

所有)割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科 目 

期末残高 

(千円) 
役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

主要株主 大阪市 
地方 

公共団体 

(被所有) 

直接 

99.9％ 

兼任 

２人 

資金の借入 
資金の借入 － 長期借入金 7,128,379 

利息の支払 359 － － 

公共歩道等
の維持管理 

維持管理費 
の立替 

－ 立替金 169,992 

損失補償
(被補償) 

損失補償 
(被補償) 

5,921,600 － － 

（注１）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が

含まれています。 

（注２）取引条件ないし取引条件の決定方針等 

１．資金の借入については、特定調停条項に基づき借入利率が決定し、担保は提供していま

せん。 

２．損失補償については、特定調停条項に基づき金融機関からの借入金等に対して、金融

機関が担保物件の処分など回収努力をしてもなお回収不能が発生した場合の当該回収

不能額について大阪市が損失額を補償することとなっており、補償料はありません。な

お、取引金額は2022年３月31日現在の金融機関からの借入残高を計上しています。 

1年以内
1年超

2年以内
2年超

3年以内
3年超

4年以内
4年超

短期借入金･長期借入金 363,200 363,200 363,200 363,200 14,277,179
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 (２) 兄弟会社等 

種類 
会社等 

の名称 

事業の 

内容 

議決権等 

の所有(被

所有)割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 
役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

主要株主が議

決権の過半数

を所有してい

る会社 

㈱大阪市

開発公社 

船場セン

タービル

経営・管

理業務等 

－ － 
資金の 

借入 

資金の借入 － 長期借入金 2,680,000 

利息の支払 1,608 － － 

（注）取引条件ないし取引条件の決定方針等 

    資金の借入については、特定調停条項に基づき借入利率が決定し、担保は提供していま

せん。 

 

 

11．収益認識に関する注記 

  収益を理解するための基礎となる情報 

  「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとお

りであります。 

 

 

12．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額     △６円36銭 

１株当たり当期純利益       13銭 

 

 

13．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 

14. その他の注記事項 

資産除去債務に関する注記 

当社の地下街施設は、道路法第 40条の規定により道路占用を廃止した場合にはこれら

の施設を撤去し原状回復する義務を有していますが、道路占用を廃止する蓋然性は極め

て低く、廃止時期を特定することができないことから資産除去債務を合理的に見積もる

ことができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。 

 

 

 

(備考) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。 

 


